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(百万円未満切捨て)

１．2022年９月期第１四半期の業績（2021年10月１日～2021年12月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期第１四半期 1,352 18.3 41 71.6 53 115.5 35 96.6

2021年９月期第１四半期 1,143 ― 24 ― 24 ― 17 ―
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期第１四半期 6.89 6.57

2021年９月期第１四半期 3.55 3.34
　

(注)１．当社は、2020年９月期第１四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期増減率は記載し
ておりません。

２．2020年12月18日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定して
おります。

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年９月期第１四半期 1,890 1,008 53.3

2021年９月期 1,824 973 53.4
(参考) 自己資本 2022年９月期第１四半期 1,008百万円 2021年９月期 973百万円

　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年９月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2022年９月期 ―

2022年９月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　

　

３．2022年９月期の業績予想（2021年10月１日～2022年９月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,000 22.3 250 7.4 263 22.0 164 15.2 32.51

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用に関する注記
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

会計方針の変更に関する注記
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年９月期１Ｑ 5,095,000株 2021年９月期 5,095,000株

② 期末自己株式数 2022年９月期１Ｑ 868株 2021年９月期 868株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年９月期１Ｑ 5,094,132株 2021年９月期１Ｑ 5,019,351株
　

(注) 当社は、2020年12月18日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定し、発行済株式数（普通株式）を算定しております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません、また、実際の業
績等は様々な要因により異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大に減少の傾向が見られたものの、

直近では新たな変異株の出現もあり依然予断を許さない状況が続いております。そのため引き続き経済活動回復に

向けた動きは鈍く、国内経済の先行きは不透明な状況であります。

この様な状況の中で、首都圏を中心とした人材不足及び働き方改革への関心の高まり、DX（デジタルトランスフ

ォーメーション）の推進の加速、地方創生の促進といった需要を背景に、当社のプロフェッショナル人材向けサー

ビス事業は、様々な事業会社を中心に新規受注を拡大し、事業活動を推進しており、売上高は堅調に推移しており

ます。

当社では、FCエージェント事業、Webプラットフォーム事業及びソリューション事業の３つの事業を行っておりま

す。

FCエージェント事業においては、顧客企業と当社で業務委託もしくは人材派遣の契約を締結し、当社はその業務

を、当社案件紹介サービス「FreeConsultant.jp」に登録のあるプロフェッショナル人材へ再委託、あるいは当社で

有期雇用をして顧客企業へ人材派遣を行っております。また、顧客企業より依頼があれば、有料職業紹介サービス

として正規雇用の採用支援も行っております。

Webプラットフォーム事業においては、社会課題である東京一極集中の是正を目指した副業・転職プラットフォー

ムサービスの提供を行っております。副業イノベーションプラットフォーム・サービス「Skill Shift」において

は、地方金融機関や自治体と業務提携を行い、都市部人材の持つ業務スキルで地方中小企業の経営課題の解決を目

指し、地方へ副業人材を供給しております。地方求人メディア・サイト「Glocal Mission Jobs」「Glocal Mission

Times」においては、都市部プロ人材の地方転職を目的に、地方での働き方や地方企業に関する情報発信を通じ地方

への興味喚起を行い、魅力ある地方優良企業の経営幹部ポジションなどの転職先を紹介しております。

ソリューション事業においては、FCエージェント事業及びWebプラットフォーム事業により蓄積されたノウハウと

ビッグデータを活かしたソリューションの提供を、地域金融機関や大企業・自治体を中心に進めております。現在、

人材紹介事業の立ち上げ支援のため地域金融機関向けに「人材紹介伴走サポート」・45歳以降のセカンドキャリア

構築支援のため企業人事向けに「HRソリューションズ」・社内外の人材を活用することで企業自治体が進めるイノ

ベーションの推進を支援するため「イノベーション・サポート」以上３つのソリューションをそれぞれ提供してお

ります。

登録プロフェッショナル数も順調な伸びを続けており、「FreeConsultant.jp」、「Skill Shift」、「Glocal

Mission Jobs」への登録人数は37,000名を突破しました（2021年12月末時点）。

これらの結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,352,686千円（前年同期比18.3％増）、営業利益41,802

千円（前年同期比71.6％増）、経常利益53,636千円（前年同期比115.5％増）、四半期純利益35,073千円（前年同期

比96.6％増）となりました。

なお、当社は、プロフェッショナル人材向けサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は

しておりません。

(注) サービス名は商標又は登録商標です。

（２）財政状態に関する説明

　 (資産)

当第１四半期会計期間末における資産の残高は、1,890,337千円となり、前事業年度末に比べ66,301千円増加いた

しました。これは主に、売掛金が111,457千円、敷金が30,747千円増加し、現金及び預金が77,650千円減少したこと

によります。

(負債)

当第１四半期会計期間末における負債の残高は、882,086千円となり、前事業年度末に比べ31,228千円増加いたし

ました。これは主に、買掛金が114,389千円、預り金が9,562千円増加し、未払法人税等が46,960千円、賞与引当金

が24,017千円減少したことによります。

(純資産)

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、1,008,250千円となり、前事業年度末に比べ35,073千円増加い

たしました。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が35,073千円増加したことによります。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

新型コロナウイルス感染症の影響について、直近では新変異株の出現により国内における新規感染者は、再び増

加の兆しが見られます。そのため現時点では引き続きその収束時期を予測することは困難な状況にあります。一方

で、こうした状況が、当社の当第１四半期累計期間の業績に与えた影響は、軽微であり、今後についても軽微と考

えております。

そのため、2022年９月期の業績予想につきましては、2021年11月12日に公表した通期の個別業績予想から変更は

ございません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第１四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,134,185 1,056,535

売掛金 504,523 615,981

未成業務支出金 162 278

前払費用 42,986 39,218

その他 976 24,152

流動資産合計 1,682,834 1,736,166

固定資産

有形固定資産

建物 10,979 10,979

工具、器具及び備品 18,288 18,288

減価償却累計額 △15,839 △17,248

有形固定資産合計 13,428 12,019

無形固定資産

商標権 153 143

ソフトウエア 56,037 52,729

その他 700 700

無形固定資産合計 56,891 53,573

投資その他の資産

出資金 50 50

長期前払費用 18,880 18,804

繰延税金資産 28,090 15,115

敷金 23,861 54,608

投資その他の資産合計 70,881 88,578

固定資産合計 141,200 154,170

資産合計 1,824,035 1,890,337

負債の部

流動負債

買掛金 600,586 714,976

未払金 76,207 61,583

未払費用 13,396 21,028

未払法人税等 52,548 5,587

未払消費税等 46,390 28,490

預り金 21,941 31,503

賞与引当金 38,176 14,159

前受金 1,611 ―

契約負債 ― 4,758

流動負債合計 850,858 882,086

負債合計 850,858 882,086
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第１四半期会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 58,640 58,640

資本剰余金 362,806 362,806

利益剰余金 552,751 587,824

自己株式 △1,020 △1,020

株主資本合計 973,177 1,008,250

純資産合計 973,177 1,008,250

負債純資産合計 1,824,035 1,890,337
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2020年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 1,143,141 1,352,686

売上原価 873,179 1,001,660

売上総利益 269,962 351,026

販売費及び一般管理費 245,598 309,223

営業利益 24,363 41,802

営業外収益

受取保険金 ― 11,276

雑収入 523 557

営業外収益合計 523 11,833

経常利益 24,886 53,636

税引前四半期純利益 24,886 53,636

法人税、住民税及び事業税 578 5,587

法人税等調整額 6,472 12,975

法人税等合計 7,051 18,562

四半期純利益 17,835 35,073
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　 （収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響も

ありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受

金」は、当第１四半期会計期間より「契約負債」として表示することとしております。なお、収益認識会計基準第

89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

（「時価の算定に関する会計基準」の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の影響について、直近では新変異株の出現により国内における新規感染者は、再び増

加の兆しが見られます。そのため現時点では引き続きその収束時期を予測することは困難な状況にあることを踏ま

え、2022年９月期第２四半期にかけて経済状況は徐々に回復していくものと仮定しております。

　こうした仮定のもと、固定資産の減損等の会計上の見積りを行っております。また、今後の経過によっては、実

績値に基づく結果が、これらの仮定及び見積りとは異なる可能性があります。

（重要な後発事象）

(株式取得による会社等の買収)

　当社は、2021年12月23日開催の取締役会において、株式会社And Technologiesの全株式を取得することを決議し、

2022年１月４日付にて全株式を取得し、同社を子会社化いたしました。

（１） 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業 株式会社And Technologies

事業の内容 リード獲得 DX サポートプラットフォーム『FIND CAREERS』の運営

②企業結合を行った主な理由
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株式会社And Technologiesは、HR領域におけるリード獲得をサポートするDXプラットフォーム『FIND CAREERS』

の運営を通じて、キャリア形成に役立つ信頼性の高い情報コンテンツを発信しています。

当社は、『プロフェッショナル人材が挑戦するエコシステムを創造する』というビジョンのもと、「人生100年時

代」を実践する「未来の働き方」を支えるプラットフォームの創造を目指しており、本件株式取得により、当社の

運営する各種サービスにおいて、株式会社And Technologiesの持つ知見やノウハウを活用し、新規登録者の獲得を

強化することを見込んでおります。

同社を子会社化することは、当社の成長戦略の達成と中長期的な企業価値向上に寄与するものと判断し、本件株

式取得を実施することといたしました。

③ 企業結合日

2022年１月４日（みなし取得予定日２月28日）

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 350,000千円

取得原価 350,000千円

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 20,222千円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

（連結子会社の吸収合併）

2022年２月４日開催の取締役会において、2022年３月31日（予定）を効力発生日として、株式会社And

Technologiesを下記のとおり吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

（１）取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業 株式会社And Technologies

事業の内容 リード獲得 DX サポートプラットフォーム『FIND CAREERS』の運営

② 企業結合日

2022年３月31日（予定）

③ 企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、株式会社And Technologiesを消滅会社とする吸収合併方式（簡易合併・略式合併）

④ 結合後企業の名称

株式会社みらいワークス

⑤ 取引の目的を含む取引の概要

　当社は、『プロフェッショナル人材が挑戦するエコシステムを創造する』というビジョンのもと、「人生 100 年

時代」を実践する「未来の働き方」を支えるプラットフォームの創造を目指しており、当社の運営する各種サービ

スにおいて、新規登録者の獲得を強化するため、2022 年１月に株式会社And Technologiesの株式を取得し、連結子

会社といたしました。

　株式会社And Technologiesは、HR 領域におけるリード獲得をサポートする DX プラットフォーム『FIND

CAREERS』の運営を通じて、キャリア形成に役立つ信頼性の高い情報コンテンツを発信しています。
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　今後、当社が有する各種サービス及び経営基盤と、株式会社And Technologiesが培ってきた DX プラットフォー

ム『FINDCAREERS』を融合させることで、組織運営の一体化による更なる事業拡大とブランド力の向上を実現し、管

理コストの最適化を図るとともに、経営基盤の強化を進めることを目的として、本合併を行うことといたしまし

た。

（２） 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を実施する予定であります。

(自己株式の取得)

　当社は、2022年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

（１）自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のために、自己株式の取得を行うものであります。

（２）取得に係る事項の内容

① 取得対象株式の種類 普通株式

② 取得し得る株式の総数 100,000株（上限）

　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.96％）

③ 株式の取得価額の総額 90,000千円（上限）

④ 取得期間 2022年２月15日～2022年３月24日（予定）

⑤ 取得方法 東京証券取引所における市場買付

　


